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繊維産地のＤＸ推進

⚫ 繊維産地における人材確保において、外国人技能実習生の活用は有効であるものの、
外国人技能実習制度における繊維産業（特に縫製業）の法令違反（最低賃金・割
増賃金等の不払い、違法な時間外労働等）が多く指摘されている。

⚫ 特に、違法な時間外労働に対しては、勤怠管理にＩＴを用いることで未然に防ぐことも
期待されるため、ＤＸ推進が効果的ではないか。

勤怠管理のＩＴ化事例

⚫ 佐賀県電工組青年部では、これまで日報に記入
された出退勤時間を取りまとめて、勤怠管理を
行っていたが、新たに勤怠管理システムを導入。

⚫ スマホやパソコンから打刻でき、毎月の勤怠が自
動集計されるため、集計に要する時間や抜け漏
れが低減。

（出典）全日電工連 資料



「IT導入補助金2023」の概要

１．補助対象事業者

中小企業・小規模事業者等（飲食、宿泊、小売・卸、運輸、医療、介護、保育等のサービス業の他、製造業や建設業等も対象）

⚫ 中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸ等に向けた
ITツール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援する補助金。

２．補助対象ツール
事前に事務局の審査を受け、補助金HPに公開（登録）されているITツール（ソフトウェア、サービス等）が対象。
相談対応等のサポート費用やクラウドサービス利用料等も補助対象に含む。

３．補助額・補助率
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枠名 通常枠
セキュリティ
対策推進枠

デジタル化基盤導入枠

類型名 A類型 B類型 ー デジタル化基盤導入類型 複数社連携IT導入類型

補助額
5万円～

150万円未満
150万円～
450万円以下

5万円～100万円

ITツール PC等 レジ等
a. デジタル化基盤導入類型の対

象経費
⇒左記と同様
b. それ以外の経費
⇒補助上限額は50万円×グルー
プ構成員数、補助率は２／３

（１事業あたりの補助上限額は、
3,000万円（(a)+(b))及び事務
費・専門家費）

～50万円
以下

50万円超
～350万

円

～10
万円

～20
万円

補助率 １／２以内 １／２以内 １／２以内
３／４
以内

２／３
以内

１／２以内

対象
経費

ソフトウェア購入費、クラウド
利用費（クラウド利用料
最大2年分）、導入関連費

サービス利用料
（最大2年分）

ソフトウェア購入費、クラウド利用費（クラウド利用料最大２年分）、
ハードウェア購入費、導入関連費

【複数社連携IT導入類型のみ】上記に加え事務費・専門家費



【参考】「IT導入補助金2023」での拡充点
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⚫ インボイス対応に必要なＩＴツール(会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、ECソフト)導入を促
進するため、「デジタル化基盤導入類型」において、補助率引上げ、クラウド利用料(最大２年分)、
PC等のハード購入補助を引き続き実施。加えて、安価なITツール導入も可能とするため、補助
下限額を撤廃(従来の補助下限値は5万円)。

⚫ また、「通常枠」においても、より安価なＩＴツールの導入や、導入したＩＴツールの継続活用を
促進するために、補助下限額の引下げとクラウド利用料2年分補助を措置。

枠名 通常枠
セキュリティ
対策推進枠

デジタル化基盤導入枠

類型名 A類型 B類型 ー デジタル化基盤導入類型 複数社連携IT導入類型

補助額

30万円

5万円～

150万円

未満

150万円～

450万円

以下

5万円～

100万円

ITツール PC等 レジ等 (a) デジタル化基盤導入
類型の対象経費

⇒補助額・補助率ともに同
類型と同じ

(b) (a)以外の経費

⇒補助上限額:50万円×
グループ構成員数

⇒補助率は２／３
※補助上限額は3,000万円/事業+
事務費・専門家費

5万円

～50万円

以下

※下限額

撤廃

50万円超～

350万円

～10

万円

～20

万円

補助率 1/2以内
3/4

以内

2/3

以内

½

以内

対象

経費

ソフトウェア購入費

クラウド利用費(1年分
最大2年分)、導入関連
費

サービス利用料

(最大2年分)

ソフトウェア購入費、クラウド利用費(最大２年分)、ハードウェア購入費、導入関連費

【複数社連携IT導入類型のみ】上記に加え事務費・専門家費

インボイス対応に必要なITツールの下限値を撤廃。



【参考】「IT導入補助金2023」での拡充点
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⚫ みらデジ経営チェック実施の要件を追加。

⚫ 健康経営優良法人、地域DX促進活動支援事業、介護職員等特定処遇改善加算、事業継続
力強化計画の加点措置を追加。

【追加された要件】

【追加された加点措置】
＜通常枠、デジタル化基盤導入類型、セキュリティ対策推進枠＞
○ 令和4年度に「健康経営優良法人２０２３」に認定された事業者であること

○ 「地域DX促進活動支援事業」における支援コミュニティ・コンソーシアムから支援を受けた事業者であること
※加点を受ける事業者は、申請時に申告することと併せて、支援を受けた支援コミュニティ・コンソーシアム＊に「支援証明書」の作成及び、
経済産業省地域経済産業グループ地域企業高度化推進課企画班（bzl-kikaku-chiiki-koudoka@meti.go.jp）への提出を依頼
すること。
＊支援コミュニティ・コンソーシアムとは、以下の事業のいずれかにおいて採択された事業を指す。
・令和４年度「地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域DX促進活動支援事業）」
・令和４年度補正「地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域DX促進環境整備事業（業種等特化型DX促進事業））地域
DX支援活動型」
・令和５年度「中小企業地域経済政策推進事業費補助金（地域DX促進環境整備事業）地域DX支援活動型」

○ 介護保険法に基づくサービスを提供する事業所で、介護職員等特定処遇改善加算を取得しているものを運営している法人

＜セキュリティ対策推進枠のみ＞
○事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計画（IT導入補助金の公募締切日が当該計画の実施期間内であるものに限
る）の認定を取得していること

＜通常枠、デジタル化基盤導入類型、セキュリティ対策推進枠＞
○ 中小企業庁が実施するデジタル化支援ポータルサイト「みらデジ」における「みらデジ経営チェック」を交付申請前に行った事業者であ
ること。（なお、本事業の申請に用いたgBizIDプライムを利用して事業者登録を行ったうえで、経営チェックを実施すること。）

※通常枠公募要領より抜粋

※通常枠公募要領より抜粋

※セキュリティ対策推進枠公募要領より抜粋



パートナーシップ構築宣言の宣言状況
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■宣言数の推移
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⚫ 2023年3月3日時点で19,093社が宣言（うち、資本金3億円超の大企業は1,176社）
⚫ うち、繊維工業は291社（繊維産地サミット宣言での目標は1,000社）
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パートナーシップ構築宣言の宣言状況

※2023年3月3日時点

⚫ 従来の商慣行の見直しや適正取引の推進、適切な原材料等の価格転嫁など事業者
間の共存共栄を目指したパートナーシップ構築宣言パートナーシップ構築宣言は重要。

⚫ 川下企業に対して集中的に宣言を呼びかけ（（一社）日本アパレル・ファッション産業
協会役員企業のうち、14／19社が宣言済）、川上企業による宣言も進んでいる中、
今後は、川中企業への対応強化が求められる。

⚫ 今後、1000社の宣言目標の達成に向けて、本協議会構成員による更なる周知が必
要。

地方公共団体別パートナーシップ宣言者数（繊維工業）

都道府県別 市区町村別
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下請Gメンによる中小企業ヒアリングの概要

（資料）第１７回取引問題小委員会配布資料



9（資料）第１７回取引問題小委員会配布資料



10（資料）第１７回取引問題小委員会配布資料



11（資料）第１７回取引問題小委員会配布資料
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ファッション・ビジネス・フォーラム2023開催報告

１．開催日・場所
【開催日時】 令和5年1月31日（火）13:00-15:00
【場 所】 東京国際フォーラム ホールD5
【来場者数・視聴者数】 110名、生中継視聴者約200名

２．プログラム
①繊維産地サミット
②「次代を担う繊維産業企業100選」授与式
③パネルディスカッション
～次代を担う繊維産業企業100選に選定企業の成功秘話等、支援機関によるサポートの事例等を紹介

⚫ 繊維産地を有する地方公共団体との連携間の連携を図る
ため、2022年7月に「繊維産地ネットワーク協議会」を設置。

⚫ 33の地方公共団体が参画し、これまで計４回会議を開催。
⚫ これまでの議論を踏まえ、国と繊維産地を有する地方公共

団体が連携して繊維企業の支援に取り組むことを目指した
「繊維産地サミット宣言」を発出。

⚫ 優れた技術を持った企業や、優れた取組をしている企業を広く
周知することで、社会的認知度の向上と優れた取組の業界へ
の横展開を図るとともに、選定事業者のビジネスチャンス拡大
を目指す。

⚫ 2022年10月から11月まで公募を開始し、166社から応募。

繊維産地サミット 次代を担う繊維産業企業100選

⚫ 繊維産業において、繊維産地や業種を超えたマッチングを促し、新たなビジネスモデル
の創出や繊維企業の稼ぐ力の向上を目指すことを目的として、「ファッション・ビジネ
ス・フォーラム2023」を開催した。
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次代を担う繊維産業企業100選 選定企業一覧①
⚫ 応募企業数166社中、109社が選定された。

⚫ 選定企業の海外展開支援も念頭に、今後、事例集（英語版含む）を作成し、公表予定。

No. 都道府県 企業名

1北海道 株式会社水野染工場

2岩手県 岩手モリヤ株式会社

3岩手県 株式会社京屋染物店

4岩手県 株式会社三和ドレス

5秋田県 秋田ファイブワン工業株式会社

6山形県 佐藤繊維株式会社

7山形県 東北整練株式会社

8山形県 株式会社ナカノアパレル

9山形県 松岡株式会社

10福島県 齋榮織物株式会社

11栃木県 ガチャマンラボ株式会社

12栃木県 丸昌産業株式会社

13群馬県 伊田繊維株式会社

14埼玉県 サイボー株式会社

15埼玉県 野川染織工業株式会社

16東京都 有限会社エニシング

17東京都 精巧株式会社

18東京都 丸和繊維工業株式会社

19東京都 株式会社レオン・インターナショナル

20神奈川県 株式会社三笠

21山梨県 株式会社寺田ニット

22長野県 フレックスジャパン株式会社

23静岡県 古橋織布有限会社

24岐阜県 浅野撚糸株式会社

25岐阜県 カワボウテキスチャード株式会社

26岐阜県 岐セン株式会社

27岐阜県 東海サーモ株式会社

28岐阜県 三星毛糸株式会社

29愛知県 アルデックス株式会社

30愛知県 大鹿株式会社

No. 都道府県 企業名

31愛知県 シンコー株式会社

32愛知県 茶久染色株式会社

33愛知県 艶清興業株式会社

34愛知県 中伝毛織株式会社

35愛知県 藤井整絨株式会社

36富山県 ＩＡＡＺＡＪホールディングス株式会社

37富山県 ケーシーアイ・ワープニット株式会社

38石川県 カジナイロン株式会社

39石川県 カジレーネ株式会社

40石川県 山越株式会社

41石川県 サンコロナ小田株式会社

42石川県 株式会社シラエ織産

43石川県 能任絹株式会社

44石川県 前多株式会社

45石川県 丸井織物株式会社

46福井県 井上リボン工業株式会社

47福井県 ウラセ株式会社

48福井県 永平寺サイジング株式会社

49福井県 株式会社カズマ

50福井県 酒伊編織株式会社

51福井県 サカセ・アドテック株式会社

52福井県 株式会社SHINDO

53福井県 大喜株式会社

54福井県 トヨシマセンイ株式会社

55福井県 株式会社ニットク

56福井県 株式会社マルサンアイ

57福井県 株式会社米澤物産

58滋賀県 大塚産業マテリアル株式会社

59京都府 大本染工株式会社

60京都府 株式会社カラーループ
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次代を担う繊維産業企業100選 選定企業一覧②

No. 都道府県 企業名

61京都府 株式会社川島織物セルコン

62京都府 大東寝具工業株式会社

63京都府 とみや織物株式会社

64大阪府 株式会社アイソトープ

65大阪府 アイトス株式会社

66大阪府 旭紡績株式会社

67大阪府 大津毛織株式会社

68大阪府 金野タオル株式会社

69大阪府 三恵メリヤス株式会社

70大阪府 藤井若宮整絨株式会社

71大阪府 増見哲株式会社

72大阪府 三山株式会社

73兵庫県 植山織物株式会社

74兵庫県 有限会社玉木新雌

75奈良県 株式会社ヴァレイ

76奈良県 岡本株式会社

77奈良県 株式会社鈴木靴下

78奈良県 西垣靴下株式会社

79奈良県 株式会社ニット・ウィン

80和歌山県 株式会社インテリックス

81和歌山県 株式会社エイガールズ

82和歌山県 カネマサ莫大小株式会社

83和歌山県 丸和ニット株式会社

84和歌山県 吉田染工株式会社

85島根県 株式会社石見銀山生活文化研究所

86岡山県 株式会社明石スクールユニフォームカンパニ

87岡山県 有限会社内田縫製

88岡山県 クロキ株式会社

89岡山県 株式会社ショーワ

90岡山県 セイショク株式会社

No. 都道府県 企業名

91岡山県 有限会社ニイヨンイチ

92岡山県 株式会社ベティスミス

93岡山県 明大株式会社

94広島県 株式会社アクセ

95広島県 株式会社Asahicho

96広島県 坂本デニム株式会社

97広島県 山陽染工株式会社

98香川県 江本手袋株式会社

99香川県 株式会社フクシン

100愛媛県 IKEUCHI ORGANIC株式会社

101愛媛県 株式会社工房織座

102愛媛県 七福タオル株式会社

103愛媛県 西染工株式会社

104愛媛県 丸栄タオル株式会社

105愛媛県 渡辺パイル織物株式会社

106福岡県 オザキプリーツ株式会社

107福岡県 龍宮株式会社

108長崎県 株式会社エミネントスラックス

109沖縄県 Curelabo株式会社



15

100選選定企業のPR状況

（資料提供）今治市

⚫ 100選選定企業各社のHPにて選定結果がリリースされているほか、地方公共団体でも
積極的にPRに活用いただいている。今治市役所では、市役所1階ロビーにおいて、市内
から選定された6社の製品を展示し、100選選定企業のPRを実施。

⚫ 経済産業省においても、広報誌「METI Journal」にて100選受賞企業の特集を掲載。

経済産業省広報誌「METI journal」
100選選定企業による

プレスリリース 地方公共団体によるPR

（出典）岡本株式会社HP
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ファッション・ビジネス・フォーラム2023 アンケート結果①

Q.サミット宣言のうち、特に期待することは何か

⚫ サミット宣言の内、「産地エシカルの促進」と日本の繊維産業の強みである「高性能な
製品開発の推進」が特に期待されている。

⚫ 今後の繊維産業政策として、「海外展開に向けた体制整備」及び「繊維産地間の連携」
に関する政策が求められている。

62

54

53

44

69

0 10 20 30 40 50 60 70 80

高品質、高感性、高機能を活かした製品開

発の推進

新分野進出に向けた技術開発の推進

サステナビリティへの取組推進

DX、省力化等生産性向上の推進

将来の担い手に対する地域に根ざした魅力

ある繊維文化の情報発信（産地エシカル）

（人）

※ 回答数：325件（複数回答を含む）
※ その他の回答としては、パートナーシップ構築宣言の繊維事業者1000社の

宣言に向けた取組の機運醸成が32件、無回答が11件。

55

35

71

38

40

39

0 20 40 60 80

繊維産地間の連携

事業承継等の促進

海外展開に向けた体制構築

繊維資源循環の取組強化

環境配慮に関する取組強化

責任あるサプライチェーン管理の促進

※ 回答数：385件（複数回答を含む）
※ その他の回答としては、海外展開支援ツールによる後押しが29件、取引適正化

の推進が33件、EPA等の普及・啓発が3件、繊維技術開発支援・ビジネスモデル
の転換支援が40件、無回答数が12件。

（人）

Q.今後の繊維産業製政策としてどのような政策を求めるか
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ファッション・ビジネス・フォーラム2023 アンケート結果②

Q.事業発展を企業単位、組織単位で推進しようとする際に、経産省を始めとする
政府関係機関に対してどのような支援策等を求めるか（自由記述・一部抜粋）

⚫ 政府関係機関に対する支援要望について、海外展開やサステナビリティ、技術開発に関
する政策を求める声が寄せられた。

⚫ 商品化を目的としたバイオ素材の開発に対しての支援。商品を

循環するためのアイデアを具体化、実施するための補助金支援。

⚫ 海外での競争に勝つために、高付加価値化が必要であり、新技

術開発のための支援。

⚫ シーズ開発段階における技術への資金援助及び人材投資。

技術開発

⚫ 中小企業が生き残り、発展するためのサステナビリティ、デジ

タル化への取組支援。

⚫ 市場・工場から出る衣料廃棄物のリサイクル・リユースのプ

ラットフォーム構築。

⚫ 以前は繊維リサイクル可能な工場があったが無くなったため、

リサイクル可能な設備のあるメーカーの支援。

⚫ 海外への販売支援。

⚫ コラボ、事業者間連携に対する支援。（特に海外に向けて）

⚫ 海外展示会等の補助金や案内。

海外展開

⚫ 産業観光の後押し。

⚫ 国内産業強化のための工場設立等投資支援。

⚫ 日本のものづくりへの市場回帰の雰囲気醸成。

サステナビリティ

国内産業
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女性・高齢者の活用による人材確保

（資料提供）泉佐野市

⚫ 人材確保・育成により繊維産地を維持・発展させ、就業人口の増大を図るためには、
育児により離職した女性や高齢者の活用が効果的ではないか。

⚫ 泉佐野市では、地場産業であるタオル産業の労働力確保のため、タオルのヘム縫いを対
象とした就労支援を実施。タオルヘム加工講習会には、昨年12月の開始以降、14名
（うち女性12名)が参加。


